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連
結
財
務
書
類
４
表
を
公
表
し
ま
す

▶なお、橋本市ホームページ（http://www.chw.jp/）では、さらに詳しく財務書類４表についてご覧いただけます。

資産形成につながらない人的サービスや給付サービスなど
にどのくらいのお金がかかるのかを計算したものです。
障がい福祉サービス、国民健康保険や介護保険などの社会保

障給付にかかわる移転支出的なコストが大きいことがわかります。

１年間の現金収入（歳入）と支出（歳出）を、経常的収支、公
共資産整備収支、投資・財務的収支ごとに区分したものです。

純資産変動計算書は、純資産（貸借対照表の右下）
がその年度中にどのように増減したのかを表します。

期首（19年度末）資産残高 40億9,343万円　 
当期収支 2億2,909万9千円
経常的収支 74億2,426万7千円
収入（地方税、交付税、事業収入など） 469億4,688万円  
支出（社会保障給付、人件費など） 395億2,261万3千円
公共資産整備収支 △17億  688万3千円
収入（国・県補助金、地方債など） 51億6,484万5千円
支出（公共資産整備費など） △68億7,172万8千円
投資・財務的収支 △54億9,519万円  
収入（貸付金回収額など） 16億6,380万6千円
支出（地方債償還金など） △71億5,899万6千円
翌年度繰上充用金 690万5千円

期首（19年度末）純資産残高 1,314億7,336万9千円

当期変動額 10億4,764万3千円

純経常行政コスト △267億1,085万6千円

地方税 75億  995万6千円

地方交付税 71億2,019万1千円

国などからの補助金 109億8,933万2千円

その他行政コストに使えるお金 21億7,414万2千円

その他純資産の変動に関すること △3,512万2千円

期首（20年度末）資産残高 43億2,252万9千円 期首（20年度末）純資産残高 1,325億2,101万2千円

貸借対照表は、住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどの
ような財源でまかなってきたかを総括的に表したものです。
左側に資産、右側に負債及び純資産を表示しており、左右の合計は同じ値（左右バランスして

いるので、バランスシートともいいます。）となります。

●行政コスト計算書からわかること
受益者負担比率（経常収益／経常行政コスト） ......41.5％
行政サービスにかかったお金に対してどれくらいの住民
（受益者）負担があったかを示す割合です。
市民一人当たりの行政コスト計算書台帳
（人口は平成21年3月31日の住民基本台帳人口で計算）
・経常行政コスト ............................................................ 66万8千円
・経常収益 ............................................................................ 27万8千円
・純経常行政コスト................................................................39万円

●貸借対照表からわかること
社会資本形成の世代間負担率
将来世代の負担率（負債／公共資産）…38.6％　　　現世代の負担率（純資産／公共資産）…68.9％

市民一人当たりの貸借対照表（人口は平成21年3月31日の住民基本台帳人口で計算）

●資金収支計算書からわかること
経常的収支の黒字分を、生活に欠かせない公共インフラ整備
やそのための借入金の返済にあてていることが分かります。

●純資産変動計算書からわかること
今までの世代が負担してきた純資産に、１年間の変動額を加
えます。20年度は純資産額が増加したことがわかります。

経常行政コスト（A） 456億9,584万9千円
人にかかるコスト 96億6,087万5千円
職員の給与、退職手当など

物にかかるコスト 124億7,662万8千円
物品購入、光熱水費、施設などの修繕費、減価償却費など
移転支出的なコスト 215億6,092万7千円
社会保障給付や各種団体への補助金など

その他のコスト 19億9,741万9千円
地方債の利子など
経常収益（B） 189億8,499万3千円
行政サービスの提供を受ける施設などの利用料、水道・下水
道料金、保険料など
純経常行政コスト（A）－（B） 267億1,085万6千円
経常行政コストから経常収益を差し引いた純粋な行政コスト総額

資　産 2,068億6,308万9千円
所有する資産の内容と金額です。行政サービスの提供能力を
表します。 
1．公共資産 1,924億2,370万円
有形固定資産（道路、公共施設など） 1,848億3,112万6千円
無形固定資産（ダムの取水権など） 73億9,445万9千円
売却可能資産（売ることができる土地、建物） 1億9,811万5千円

２．投資等 70億9,752万3千円
貸付金（住宅資金の貸付金など） 4億  896万1千円
基金等（貯金など） 55億2,843万9千円
長期延滞債権（税など一年以上の滞納分）など 11億6,012万3千円

３．流動資産 68億3,093万1千円
資金（手もと現金など） 43億2,252万9千円
未収金（税など一年未満の滞納分）など 25億  840万2千円

４．繰延勘定（施設建設に係る消費税など） 5億1,093万5千円

負　債・純資産 2,068億6,308万9千円

負　債 743億4,207万7千円
普通会計や特別会計等の地方債、関係団体の長期借入金な
どを連結し、将来世代の負担を表します。
１．固定負債 657億7,357万5千円
地方債・借入金 575億7,748万1千円
退職引当金など 81億9,609万4千円

２．流動負債 85億6,850万2千円
翌年度償還予定地方債など 68億8,545万6千円
その他 16億8,304万6千円

純資産 1,325億2,101万2千円
現在までの世代が負担した金額や公共事業を行う際、国などか
ら受けた補助金などの合計です。
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な
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は
決
し
て
裕
福
な
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り
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し
、
行
政
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そ
う
い
っ
た
課
題
に
対
応
す
べ
く
、総
務
省
は
平
成
18
年
８
月
の
「
地
方
行
革
新
指
針
」

に
基
づ
き
平
成
20
年
度
決
算
数
値
で
普
通
会
計
及
び
連
結
ベ
ー
ス
で
の
財
務
書
類
４
表
を

作
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
本
市
に
お
い
て
も
昨
年
度
の
普
通
会
計
に
続
き
連
結
ベ
ー
ス
で

の
財
務
書
類
４
表
を
作
成
し
ま
し
た
。
な
お
、
現
在
、
他
市
町
村
の
数
値
が
出
そ
ろ
っ
て

い
な
い
た
め
、
本
来
行
う
べ
き
自
治
体
間
比
較
な
ど
は
で
き
ま
せ
ん
の
で
ご
理
解
く
だ
さ
い
。

●
財
務
書
類
４
表
と
は
？

今
ま
で
の
財
務
書
類（
決
算
書
な
ど
）で

は
、
ど
ん
な
収
入
を
何
に
使
っ
た
か
と
い

う
お
金
の
流
れ
は
分
か
り
や
す
か
っ
た
の

で
す
が
、
ど
れ
だ
け
の
財
産
（
道
路
や
建

物
）
が
残
っ
た
の
か
、
ま
た
、
将
来
的
な

負
債（
借
金
な
ど
）は
ど
れ
く
ら
い
残
っ
て

い
る
の
か
と
い
っ
た
こ
と
や
、
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
の
た
め
に
発
生
し
た
お
金
の

情
報
は
充
分
で
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

今
回
の
財
務
書
類
は
、
そ
の
よ
う
な
不

足
を
補
う
た
め
の
も
の
と
な
っ
て
お
り
、

構
成
は
、
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
、
貸
借
対

照
表
、
純
資
産
変
動
計
算
書
、
資
金
収
支

計
算
書
の
４
表
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
な
ぜ
連
結
な
の
か
？
範
囲
は
？

市
民
の
方
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た
税

金
は
、
本
市
の
一
般
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
行
う
普
通
会
計
（
一
般
会
計
、
簡
易
水

道
事
業
特
別
会
計
な
ど
）
で
の
み
使
わ
れ

る
の
で
は
な
く
、
他
の
特
別
会
計
（
国
民

健
康
保
険
・
下
水
道
な
ど
）
や
企
業
会
計

（
病
院
・
水
道
）
、
一
部
事
務
組
合
や
外

郭
団
体
等
が
行
う
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
対
し

て
も
使
わ
れ
て
い
ま
す
。

そ
れ
ら
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
一
つ
と
と

ら
え
る
（
連
結
す
る
）
こ
と
に
よ
り
、
市

行
政
の
全
体
が
一
望
で
き
、
よ
り
透
明
性

の
あ
る
行
政
運
営
を
お
こ
な
う
こ
と
が
で

き
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

財務書類4表とは?

資金収支計算書

純資産変動計算書

行政コスト計算書

貸借対照表

─収支情報─
現金の性質別
収支状況表

─純資産情報─
純資産の増減
内訳表

─コスト情報─
資産形成のため以外で
発生したコスト一覧表

─ストック情報─
資産と財源の
総括表

連結行政コスト計算書連結資金収支計算書 連結純資産変動計算書

連結貸借対照表（バランスシート）

橋本市財務書類の連結範囲のイメージ
普通会計
一般会計、簡易水道事業特別会計の一部、住宅新築
資金等貸付事業特別会計、墓園事業特別会計、土地
区画整理事業特別会計
企業会計
病院事業会計、水道事業会計
特別会計
簡易水道事業特別会計、国民宿舎特別会計、公共下
水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、駐
車場事業特別会計、介護サービス事業特別会計、指
定訪問看護事業特別会計、国民健康保険特別会計、
老人保健特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者
医療特別会計

一部事務組合
橋本周辺広域市町村圏組合、伊都郡町村及び橋本市
老人福祉施設事務組合、伊都郡町村及び橋本市児童
福祉施設事務組合、橋本伊都衛生施設組合、伊都消
防組合、和歌山県町村議会議員等公務災害補償組合、
和歌山県市町村非常勤職員公務災害補償組合、和歌
山地方税回収機構、後期高齢者医療広域連合
その他
橋本市土地開発公社、橋本市文化スポーツ振興公社、
橋本市シルバー人材センター、橋本市社会福祉協議会

連 結橋本市の会計
外部グループ

資　産…………302万6千円
負　債…………108万8千円

純資産…………193万8千円

財務書類を作成・公表することにより、市の財政状況の詳細がわかり今まで以上に
透明性を確保できるだけでなく、施設別や事業別に財務書類を作成することで、事業
の達成度を計ることができ、行政改革の一助となるツールとして活用することができ
ます。
本市でも、財務書類を作成し、将来に向かう羅針盤として活用していきます。

財務書類の
活用に向けて

資　産
負　債
純資産 平

成
20
年
度

連
結
財
務
書
類
４
表
を
公
表
し
ま
す
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